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はじめに 

職場における喫煙対策については、平成 8 年に「職場における喫煙対策のた

めのガイドライン」が示され、平成 15 年 5 月 1 日に施行された健康増進法にお

いて、事務所その他多数の者が利用する施設を管理する者に対し、受動喫煙防

止対策を講ずることが努力義務化されたことを背景として、平成 15 年 5 月に、

新たに「職場における喫煙対策のためのガイドライン」が策定され、労働者の

健康確保と快適な職場環境の形成を図る観点から、受動喫煙防止対策が推進さ

れています。また、国際的には「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」

が平成 17 年 2 月に発効、平成 19 年 7 月には、同条約の第 2 回締約国会議にお

いて、同条約第 8 条を適切に履行することを目的とした受動喫煙を防止するた

めの有効な方法に関するガイドラインが採択されました。 

わが国の職場における喫煙対策の現状をみると、平成 20 年度に厚生労働省か

らの委託により中央労働災害防止協会が行った調査では、喫煙対策に取り組ん

でいると回答した事業場は 92.1％に上り、そのうちの 19.2％は全面禁煙にして

いるなど、職場における受動喫煙防止への取組みは進みつつあります。しかし

ながら、飲食店等のサービス産業においては、受動喫煙対策への取組みに困難

を伴う場合もみられるところであり、今後の対策の充実が求められています。 

このような状況の中、中央労働災害防止協会では厚生労働省から委託を受け、

職場における受動喫煙対策に係る調査研究を行うこととし、職場における受動

喫煙対策の実態を踏まえ、現状と課題、対策のあり方、今後の方向性等につい

て検討するともに、飲食店における受動喫煙対策の実態等を調査することとし

ました。本調査研究結果が、今後の職場における受動喫煙対策の一層の推進に

資するものとなることを期待するものです。 

最後に、本調査研究の実施にあたり、多大なご尽力をいただいた委員の先生

方に厚く御礼を申し上げます。 

 

平成 21 年 3 月 

中央労働災害防止協会 

中央快適職場推進センター 
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第 1 章 委員会における検討状況 

第１節 委員会設置目的 

受動喫煙による健康への悪影響については、流涙、鼻閉、頭痛等の諸症状

や呼吸抑制、心拍増加、血管収縮等の生理学的反応、又長期ばく露による慢

性的な健康影響についても数々の研究結果が報告されており、より適切な受

動喫煙防止対策が必要とされている。 

このため、職場における受動喫煙対策の実態を踏まえ、現状と課題、対策

のあり方、今後の方向性等について検討するともに、特段の対策が必要とさ

れる業種に係る実態等について実態調査等による情報収集・分析を行い、効

果的な対策手法等について検討を行い、職場における受動喫煙対策の推進に

資することを目的とする。 

なお、委員会における検討において、特段の対策が必要とされる業種とし

て、飲食店における受動喫煙対策を中心に調査研究を行うこととなった。 

 

第２節 検討内容 

職場における受動喫煙対策のあり方等について検討するとともに、特段の対

策の必要性が高いと考えられる業種を対象として実態を調査し、効果的な対策

を検討する。このため以下の調査等を実施する。 

（１）職場における受動喫煙対策の現状と課題、対策のあり方、今後の方向性

等の検討 

（２）特段の対策が必要と考えられる業種を対象とした、受動喫煙防止対策の

実施状況に関するアンケート調査 

（３）上記（２）の業種の一般的な事業場及び好事例、先進事例と思われる事

業場に対する訪問による実態調査 

（４）上記（２）、（３）の調査結果に基づく、効果的な対策及び改善手法等

の検討 
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第３節 委員会の構成 

平成 20 年度 職場における受動喫煙対策に係る調査研究委員会 名簿 

（敬称略・五十音順） 

漆原 肇 日本労働組合総連合会 総合労働局雇用法制対策局 部長 

岡山英弘 日本商工会議所・東京商工会議所 企画調査部 副部長 

鷲見 淳 テンプル大学ジャパン 非常勤講師 

◎高田 勗 北里大学 名誉教授 

武田繁夫 三菱化学株式会社 人事部健康支援センター 

グループマネジャー 

三柴丈典 近畿大学法学部 准教授 

大和 浩 産業医科大学 産業生態科学研究所健康開発科学研究室 教授 

（◎：委員長） 

 

平成 20 年度 職場における受動喫煙対策に係る調査研究委員会 

飲食店における受動喫煙対策調査専門部会 名簿 

（敬称略・五十音順） 

石井 滋 社団法人日本フードサービス協会 業務部 課長 

江口泰正 産業医科大学 産業生態科学研究所健康開発科学研究室 助教 

※岡山英弘 日本商工会議所・東京商工会議所 企画調査部 副部長 

小城哲郎 全国飲食業生活衛生同業組合連合会 専務理事 

中田ゆり 産業医科大学 産業生態科学研究所健康開発科学研究室 

訪問研究員 

◎大和 浩 産業医科大学 産業生態科学研究所健康開発科学研究室 教授 

（◎＝部会長・本委員会委員  ※：本委員会委員） 
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厚生労働省（労働基準局安全衛生部労働衛生課環境改善室） 

半田有通  室長 

古屋 隆  副主任中央労働衛生専門官（平成20年7月10日まで） 

奥村伸人  副主任中央労働衛生専門官（平成20年7月11日から） 

渥美 彩  測定技術係長 

 

事務局（中央労働災害防止協会中央快適職場推進センター） 

古田 勲  所長 

髙木康雄  普及推進課長（平成 20 年 6 月 30 日まで） 

中澤 浩  普及推進課長（平成 20 年 7 月 1 日から） 

郡 義夫  調査指導課 専門役 

斉藤あゆみ 調査指導課 課長補佐 

武井尚美  普及推進課（平成 20 年 6 月 30 日まで） 

牛田洋子  普及推進課 係長（平成 20 年 7 月 1 日から） 
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第４節 委員会の開催状況 

職場における受動喫煙対策の現状と課題、対策のあり方、今後の方向性等

については、本委員会を中心に検討を行った。 

本委員会における検討において、特段の対策が必要と考えられる業種とし

て、飲食店を対象とすることとした。このため、飲食店における受動喫煙防

止対策にかかる実態を調査し検討を進めるため専門部会を設置した。専門部

会における調査及び検討の結果については、部会より本委員会に報告し、報

告をもとに本委員会において検討を行った。 

 

＜委員会等開催状況＞ 

職場における受動喫煙対策に係る調査研究委員会 

第 1回 平成 20 年 6 月 30 日 

（１）委員会運営要領について 

（２）職場における喫煙対策の現状と課題 

（３）特定の業種等における受動喫煙の実態調査 

（４）その他 

 

第 2 回 平成 20 年 12 月 10 日（専門部会と合同開催） 

（１）専門部会における調査報告 

ア 飲食店における禁煙・分煙に関するアンケート調査結果 

イ 飲食店従業員の粉じんばく露調査結果 

（２）飲食店等のサービス産業従業員の受動喫煙防止対策について 

（３）「平成 20 年度職場における受動喫煙対策に係る調査研究委員会」報

告書骨子（案）について 

（４）その他 

 

第 3 回 平成 21 年 2 月 5 日 

（１）飲食店従業員の粉じんばく露調査結果（前回の補足） 

（２）報告書（案）について 

（３）その他 
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飲食店における受動喫煙対策調査専門部会 

第１回 平成 20 年 8 月 8 日 

（１）本委員会における検討状況等について 

（２）飲食店における喫煙対策実態調査について 

①飲食店従業員の粉じんばく露調査について 

②飲食店における喫煙対策等に関するアンケート調査について 

③飲食店における禁煙・分煙実施事例調査について 

（３）その他 

 

第 2 回 平成 20 年 12 月 10 日（前記第 2回本委員会と合同開催） 

（１）専門部会における調査報告 

ア 飲食店における禁煙・分煙に関するアンケート調査結果 

イ 飲食店従業員の粉じんばく露調査結果 

（２）飲食店等のサービス産業従業員の受動喫煙防止対策について 

（３）「平成 20 年度職場における受動喫煙対策に係る調査研究委員会」報

告書骨子（案）について 

（４）その他 
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